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活用事例：【楽天証券】 投資相談AIアバター
口の動きと音声を合わせる、聞き耳を立てる等「人間らしさ」のあるアバターが、日本語の合成音声で投資に関する疑問へ回答

デロイト トーマツ、「NVIDIA ACE」を日本で初めて採用した楽天証券「投資相談AIアバター」の開発を支援｜ニュースリリース｜デロイト トーマツグループ｜Deloitte

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/news-releases/nr20240111.html
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活用事例：【Telkomsel】 Customer Virtual Assistant
インドネシアでもAI活用の実例が出ており、自然なバハサを用いたチャットを通じて最新の商品・サービスの紹介するなど、
インドネシア固有の商習慣に寄り添った顧客対応が可能になっている

Responsive and 

humane

1
Always up-to-date

2
Gets smarter and 

understands you

3



はじめに：

❑ 本ワークショップについて
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Workshopのゴール

本日のWorkshopは、経理財務・経営管理業務の変革実現に向けて、
生成AI・他デジタルテクノロジーの活用法を理解し、変革機会の特定をメインゴールとしております

生成AIを含む最新デジタルテクノロジーがもたらす変化を理解していること

上記のデジタルテクノロジーによる経理財務・経営管理の変革機会を特定していること

（もしディスカッションのお時間に余裕があれば）

上記の機会を実現する上での課題とその対応の方向性が明確になっていること

1

２

3
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Workshopセッション進行

Step1で経理財務・経営管理の将来像を確認した後、各テーブルに分かれて、
Step2でデジタルテクノロジー適用機会、Step3で参加者の皆様と意見交換しながら検討します

全体まとめクロージング
❑ Workshop討議結果の総括 17:20-17:30 (10分)

❑ 生成AI・その他デジタルテクノロジーがもたらす変化の確認
❑ その変化への対応における典型的な課題と対処法のご紹介

15:10-15:30 (20分)

❑ Workshopの進め方の確認 15:00-15:10 (10分)

❑ 参加者各自の検討 15:40-15:50 (10分)

Step2
適用機会検討

（講師説明・個人検討）

❑ 個人検討・グループ討議の進め方の確認
❑ デジタルテクノロジー適用機会の特定方法・他社事例の確認

15:30-15:40 (10分)
進め方と

事例・方法論の確認

経理財務・
経営管理の将来像

ご挨拶・進行確認

Step1
将来像確認

オープニング

※会場にお飲み物（コーヒー・飲料）をご用意しております。 15:50-16:10 (20分)
参加者間の
意見交換

休憩

❑ 参加者同士の情報共有・意見交換、テーブル講師との相談・討議 16:10-16:50 (40分)

個人検討

グループ討議

テーブル間
討議内容共有

❑ 各テーブルごとの討議内容の共有
❑ Q&A

16:50-17:20 (30分)

Step3
参加者意見交換

（意見交換）



Step1. 

❑ 経理財務・経営管理業務の将来像
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デジタルテクノロジーの進歩は、経理財務・経営管理業務による提供価値を、現在地の正確な把握を促す労働集約型の
価値から、ネクストアクションを通じた将来地の適正化を促す知的集約型の価値に変化させています

デジタルテクノロジーの進歩による経理財務・経営管理業務の変化

高

低

提
供
価
値

生成AIERP BPM/RPA BI/EPM ML/AI

Business
Transformer

Transaction
Processing

Financial
Controlling

Business
Controlling

Business
Partnering

デジタルテクノロジーの進歩・活用度

経理財務・経営管理業務の個別機能の適正な遂行。

Descriptive/Diagnostic Analytics（記述・診断的分析）

を通じて、過去の事実を正確に把握、説明

企業価値の創出・企業価値の毀損防止を推進。

Predictive Analytics（予測分析）を通じて、

企業の将来ビジョンの実現に向けた示唆を提言

外部環境の構造的変化を捉え、

財務・非財務両面から短・中長期

の価値創造シナリオを提言

B

統合思考経営の推進機能戦略の立案と実行 全社戦略・全社リスク管理の推進

1 2 3 4 5

内外環境のデータを解釈し、
不正・エラーの防止や業績
改善の提案、法規制変更
等の高度専門知見の照会
や影響分析等をサポート

【ユーザの主な活用ツール・活用例】

経理財務や経営管理の
基本機能（債権、債務、
決算、税務、資金、予算・
実績レポート等）のデータ
入力、加工、出力サポート

ペーパーレス化や紙情報の
デジタル化、社内承認手続
の設定等でEnd to Endの
業務設計・自動化、定型
処理の自動化等をサポート

データ可視化や明細分析
による要因分析の精緻化・
円滑化、ドライバー・シナリオ
ベース分析による将来予測
情報の生成等をサポート

不正・エラーの自動検知や
将来予測モデル自動生成、
要因分析結果の報告資料
や問い合わせ対応自動化
等をサポート
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データ作成に係る業務量の多い日常・定型処理に対しては効率性や品質、スピード向上を実現し、
データ活用に係る非定型処理に対してはより付加価値の高い業務へのシフトを実現することを狙いに活用します

経理財務・経営管理業務へのデジタルテクノロジー適用機会（例）

データ作成（生成・収集・共有・加工）
処理件数や処理量の多い定型・労働集約的業務に活用し、主に
業務効率向上を実現。あわせて、処理エラーやリードタイムも削減
し、業務の分断をなくし、シームレスな業務プロセスを実現

データ活用（集計・可視化・分析）
高度専門知見を要する非定型・知的集約型業務に活用し、より
付加価値の高い業務へのシフトを促進。個別業務の継続改善や
新たな価値を創出する業務基盤を実現

記入・記録

データ入力

・加工

連携・相談

レポート

・報告

状況把握

・分析

示唆・提言

紙資料の作成やチェック、保存業務

▪ 各種申請書類の電子化

▪ OCRツールで紙の証憑書類を電子化

▪ 文書管理ツールで規程・SOPや契約書・証憑書類等を

一元的に管理、等

システムやExcel/PPTのデータ入力業務

▪ RPAツールでデータ入力・加工処理を自動化

▪ データ連携ツールでデータ変換・整合チェックを自動化

▪ ERPや関連ツールで入力漏れや勘定設定、不整合等を

自動制御、等

他部署・担当者への連携・相談業務

▪ ワークフローで承認プロセスを自動制御

▪ チャットボットで問い合わせの対応を自動化

▪ タスク管理ツールで担当者への仕事の割当てやステータス、

レビュー等のやり取りを一元的に管理、等

報告・分析資料の作成やその報告業務

▪ BIツールで報告資料のグラフや表を自動作成

▪ BI/EPMツールで配賦計算などの集計処理を自動化

▪ モバイル対応で報告数値をリアルタイムに共有、等

業務・業績の状況把握や異常値などの分析業務

▪ データレイク・マートの整備により、分析粒度を精緻化し、

分析シナリオ・ニーズに即したデータ基盤を構築

▪ マイニングツールで不正・エラー発生業務を自動検知

▪ 言語生成ツールで予実比較等の要因分析を自動化、等

既存業務改善や新規業務開発に向けた助言業務

▪ EPMツールでシミュレーションモデルを構築し、業務水準や

業績情報の将来予測情報を把握

▪ AIツールで予測情報のアルゴリズムを自動生成、等
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アウトプットの根拠・参考情報（例えば、法務・会計・医療などの特定の情報源やインターネットの幅広い情報）にアクセスし、
回答を返します。加えて、プログラミング言語などの理解に基づき、実際に動かすことのできるコードを返したり、そのコードを実行・
試行錯誤し、アウトプットを示します

【参考】 生成AIの仕組み

生成AI

Knowledge 

base

Interface

問合せ

回答

Programing 

Languages

(Python, SQL, 

Java etc.)

• 事典（法務、

会計、医療等）

• 各種マニュアル

• テキスト

• 書類

• 画像

• ファイル

言語モデルがプログラミング

言語を操作する。曖昧さに

も自分で考え対応し、また

思考錯誤する

DB

• 売上、コスト等

の数値データ

知識

• テキスト

• 書類

• 画像

• ファイル

• コード

• インターネット上

の情報

知能 スキル
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生成AIは、文章、画像、動画、音声、デザインやプログラムコードの生成が可能であり、「プロンプト」という指示を適切に与える
ことができれば、極めて人間的、かつ、高度専門家・クリエイターと同等のコンテンツを創造することが可能になります

生成AIのケイパビリティ

テキスト生成AI

Prompt: Explain the business impact of 
Generative AI in 50 words

画像生成AI

Prompt: A bowl of soup that is a portal 
to another dimension as digital art

音声生成AI

Generative AI-powered customer 
service agents

動画生成AI

Prompt: Create a video of a teddy bear 
painting a portrait 

コード生成AI

Prompt: In python, code a program 
that predicts the likelihood of 
customer conversion

3D生成AI

Prompt: A beautiful dress made from 
garbage bags, on a mannequin. Studio 
lighting, high quality, high resolution

• Phone / Voice 

• Multi-Lingual

• Multiple Tasks

• Empathy / Humor

• Ensures Resolution

• Systems 

Integration
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経理財務・経営管理業務における生成AI活用事例

①参照データ・更新状況による影響の紹介 ②グラフ・レポート・増減状況等の作成

③質問の投げかけ・指示内容のタスク化 ④業績・予測情報等の自動応答
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生成AIと従来のAIは、学習対象となるデータを記憶し、知識化する点では共通していますが、学習の視点や回答の生成方法、
その生成による提供価値が異なるため、従来のAIや他デジタルツールとの棲み分けを理解することが重要です

生成AIと従来のAIとの違い

データ

ナレッジ

DB

既存

コンテンツ

オリジナル

コンテンツ

学習

学習

認識・予測

創造

出力

出力

従来のAI

生成AI

情報の整理や分類、検索が学習目的であり、

大量・良質なデータでルール学習が必要

情報のパターンや関係理解が学習目的であり、

ルール学習は不要で自ら学習を継続

プロンプトに対して、適切な答えを予測（学習

に基づく、回答内容の検索・特定・識別）

プロンプトに対して、新たな答えを創造（少ない

条件でも創造的な回答を作成）

確定解を探す（決められた行為の自動化）と

いう価値提供。音声・文字認識や数値分析

不確定解を創る（新しいコンテンツの生成）と

いう価値提供。音声・テキスト生成、データ分析

学習の視点 回答の生成方法 提供価値

売上・利益

各種データ

経理規程

・マニュアル

インターネット

情報
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経理財務業務においては、主に、A. 文書化、B. ヘルプデスク、C. データ分析、D. 処理の自動化、E. 将来予測、の5つの
パターンに分類され、活用の容易性やアウトプットの精度の点から、特に、A, B, Cの活用が多くなっています

生成AI活用の典型パターン

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

• 文書構成の提案、文章の生成・要約

• 多言語での文章の翻訳

• 一定の基準に基づく、文章の評価・校正

• 企画・アイデア出しの壁打ち

• 高度専門知見や大量データからの情報検索

• 問い合わせへの回答作成

• データのパターン・関係性などの条件・規則性の把握

• 異常値・例外の検知や差異の抽出

• 各種情報・データの特定条件に基づく紐づけ

• 過去の処理内容（パターン・順序等）の把握

• 指示内容に基づく、処理の実行

• 処理実行の判断自動化

• 定量・定性情報を用いた予測情報の生成

• 時系列・比較・計算構造等の多変量解析の分析

• 仮説に基づく、シナリオ・シミュレーションの分析

✓ 報告資料の作成、複数資料の要約版の作成

✓ 経理規程・規則・細則・マニュアル等の不足項目の作成

✓ 会計実務指針や税務調査対応の過去事例の整理

✓ 経費精算申請等の不明点の問い合わせ対応

✓ 支払処理中の異常パターンの検知、不正・エラーの防止

✓ 勘定科目の変換・マッピングと横並び比較による経費分析

✓ 仕訳入力に必要なデータ抽出と会計システムへの入力

✓ 請求データの過去データとの比較による照合処理

✓ 入出金情報・条件変更を考慮したキャッシュフロー予測

✓ 競合・顧客動向を踏まえた販売・利益着地見込みの生成

A

E

D

C

B

パターン 活用機能 適用例

活用事例の多いパターン
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生成AIの先進国（US）におけるCFOサーベイでは、期待効果については、コスト削減や業務品質の向上など幅広い効果を
期待している一方、対象業務については、計画・予測や分析業務に活用する意見が多くなっています

生成AIの取組状況（先進国のケース）

52%

50%

45%

38%

33%

31%

30%

12%

6%

3%

Reduce costs

Improve customer/client experience

Increase margins, efficiencies, and/or

productivity

Develop new capabilities, services, or

products

Create scale and/or capacity

Improve accuracy of forecasting,

modeling, and scenario planning

Provide deeper insights to the

business

Keep up with the market

Disrupt competitors

Other
1

5

7

12

18

20

26

49

Other

Internal audit/internal controls

Don’t know/too soon to tell

Accounting, reporting, and

reconciliations

Improved decision-making and insights

Increased efficiency and cost reduction

Automated routine/transactional

processes

Planning, forecasting, and analysis1. コスト削減

2. 顧客体験価値の向上

3. 効率性・生産性の改善

4. 新製品・ケイパビリティ開発

5. 規模・生産能力の拡充

6. 予測・シナリオ分析の精度向上

7. 事業側への示唆提言の強化

8. マーケット動向の把握

9. 競合他社の排除

10. その他

1. 計画・予測、分析業務

2. 定型的な会計取引業務

3. 効率性・コスト削減余地の高い業務

4. 意思決定・示唆提言業務

5. 決算締め・レポート作成、調整

6. 現時点では不明

7. 内部監査・内部統制

8. その他

生成AI活用の期待効果は？（上位3項目選択） 生成AIの適用業務は？（自由回答）

【出所】 CFOサーベイ（2023年、北米の約120社への調査結果）
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生成AIの導入に向けた障壁・課題は、専門人財の確保やリスク・データガバナンス整備、取組方針の明確化が挙げられており、
導入判断に必要な情報としては、適用可能性・投資対効果の評価が必要となっています

生成AI導入に向けた課題と導入判断に必要な情報

5

3

6

7

7

16

16

28

39

Other

Quality and accuracy of the outputs

Clear guidelines and regulations

Organizational readiness

Data quality and controls

Knowledge and information on the

potential of GenAI

Understanding of risks and limitations

Evaluation of the costs, benefits, and

returns

Use cases of GenAI63%

49%

45%

42%

37%

30%

19%

12%

3%

Talent resources and capabilities

Data and technology resources

Risk and governance concerns

Competing priorities

Privacy and security issues

Cost of investment

Buy-in from stakeholders

Potential legal impact

Other

生成AI活用に向けた障壁・課題は？ （複数選択） 生成AI導入判断に必要な情報は？（最優先項目選択）

1. デジタル人財の育成・強化

2. データ・テック人財の確保

3. リスク・ガバナンス体制の構築

4. 優先順位付けの明確化

5. プライバシー・セキュリティ対応

6. 投資対効果の明確化

7. ユーザの導入・活用意欲醸成

8. 潜在的なリーガルリスク

9. その他

1. 生成AIのユースケース作成

2. 投資対効果の評価

3. リスク・制約事項の理解

4. 生成AI活用の知識習得

5. データ品質・統制の強化

6. CFO組織としての受入体制整備

7. 活用方針・ガイドラインの整備

8. 生成AIアウトプットの品質・精度向上

9. その他

【出所】 CFOサーベイ（2023年10月実施、北米の約120社への調査結果）
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一方で、デジタルテクノロジー導入・運用に係る各種課題への対応にも並行して取り組んでいくことが必要です。ソリューションの
優先順位や導入全体のロードマップを明確にする中で、個々の課題を解消していきます

経理財務・経営管理業務へのデジタルテクノロジー適用課題（例）

マネジメント

組織体制

ルール・プロセス

人財 データ・システム

a) 現地側にデジタルテクノロジー活用の決裁権限がな

く、本社側から了承を得ることが難しい

b) テクノロジー活用に向けた組織体制（分析要件の

定義やツール選定・設計等）が不十分である

c) 外部ベンダにシステムの保守・運用等を任せている

が、ベンダのパフォーマンスを管理しきれていない

a) 社員のITリテラシーが低く、デジタルテクノロジーを

導入しても使いこなせない

b) 既存業務へのこだわりが強く、変革に対して社員の

意識・行動様式が変化しない

c) 通常業務だけでリソースが逼迫しており、デジタル

テクノロジー導入に向けたリソースを確保できない

a) システム開発の管理基準が定まっておらず、不正に

デジタルテクノロジーが活用される懸念がある

b) IT部門のケイパビリティが弱く、ユーザ要望の理解

やデジタルテクノロジーの理解が進んでいない

c) システム全体のTo Be像がなく、部分最適な形と

なり、メンテナンスコストが膨らんでしまう

a) デジタルテクノロジー活用に向けた全社的な狙いやビジョンがない

b) デジタルテクノロジー活用の投資対効果を判断する指標が定まっていない

c) デジタルテクノロジー活用の中長期・戦略的ロードマップが存在しない

a) デジタルテクノロジーを活用する際の社内ルール

（セキュリティ対応やアクセス権限等）が定まって

いない

b) 業務が属人化しており、デジタルテクノロジー設計に

向けた標準的な業務が整備されていない

c) 業務品質に懸念があり、不正やエラー、それにより

データの精度も低くなるおそれがある
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本日のワークショップでは、デジタルテクノロジー活用に向けた全体ロードマップの中でも、適用可能性を評価する企画段階の
フェーズにフォーカスすることで、今後の取組みの方向性を明確にします

デジタルソリューションの導入に向けた全体ロードマップ

Digitalization

1) 個別処理の前後処理も含めたEnd 
to End目線で業務を再構築

2) 他領域へのツール活用を展開

3) 課題対応方針（ルール整備や人財
育成、KPI定義等）を具体化

4) 上記方針を実行し、組織全体としての
デジタル活用のケイパビリティを強化

Digital Transformation

1) 継続改善や新規のデジタル
業務開発を推進

2) 従業員や外部顧客向けに
新たな価値、デジタルソリュ
ーションを提供

Digitization

1) 個別処理に対して、生成AI・他ツール
の適用機会を特定

2) 特定処理を対象に実証実験を実施

3) 実証実験の結果に基づき、期待効果や
実現に向けた課題と対応方針を整備

4) ツール活用による期待効果を明確にし、
導入方針やロードマップを策定

本日のワークショップでは

赤字部分を中心に討議



Step2-3. 

❑ デジタルテクノロジー適用機会の検討
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現状の課題認識・デジタルテクノロジー適用機会の特定

講師による生成AI・他デジタルテクノロジー活用の考え方・事例の紹介を踏まえ、担当テーマにおける現状の
問題点とその問題解決に資する生成AI・他デジタルテクノロジーの適用機会を特定します

活動目的

• 自社の中長期ビジョンや足元の事業環境から、経理財務や経営管理業務における問題を整理し、その問題に対して生成AIやデジタルテクノロ
ジー活用の可能性が高い業務領域を特定すること

活動内容

【講師説明】

生成AI・他デジタルテクノロジー活用の事例や適用機会抽出の考え方を紹介（10分）

【個人ワーク】

各自で将来像やその実現に際しての問題点を洗い出し（10分）

1. 講師説明を踏まえ、貴社のご状況から将来像実現に向けて、経理財務・経営管理業務の問題点を整理してください

2. その問題解決に向けて、生成AI・他デジタルテクノロジー活用の可能性が高い業務領域を特定し、付箋に記入ください

【グループワーク】

各テーブルで意見を共有し合い、デロイト講師にて意見を取り纏め（40分）

3. 付箋をホワイトボードの該当業務に貼り付けていただき、ご自身の意見を他参加者にご説明ください

4. 講師にてご説明の要旨や他参加者への意見確認などを適宜、進行しますので、参加者同士で意見交換ください

【全体共有】

各テーブルで上がった意見を共有し合い、新たな気づきや疑問点を議論（30分）

5. デロイト講師より各テーブルの討議結果を全体に共有いたします

6. 講師にて進行いたしますので、新たな気づきや疑問点などがございましたら、自由に意見交換ください
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Finance機能の全体像

リスク識別
因果関係

識別

全社リスク共有

社内統制/内部統制

各種指針

制定/維持

倫理観

品質維持

手順体制

設計/管理

方針/手続きの策定/維持

リスク

定義

リスク戦略

管理

リスク戦略

実行

リスクコントロール把握

外部監査

実施

内部監査

実施

監査実施

有効性

測定/報告

監査役会

報告

取締役会

報告

全社リスク管理評価/報告

内部監査

結果報告

コンプラ

情報開示

監査結果報告

全社リスク管理

得意先

与信管理
債権回収 入金管理

販売管理/債権管理

正確な記録と報告

製品

原価計算

原価計算

支払管理 支払処理

購買管理/債務管理

取引記帳

締め

財務諸表

作成

申告書

作成

決算報告

総勘定

元帳管理

固定資産

管理
給与管理

一般会計業務

その他

会計処理
税務手続 在庫管理

システム

開発維持

経理システム

[攻め機能]

[守り機能]

ファイナンス機能の全体像

金融機関

対応

関係省庁

対応

経営者

報告

財務的な利害関係者管理

ステークホルダー管理

業績目標

レビュー

KPI

識別/定義

業績目標

設定

業績測定の基準値設定

従業員

対応

その他

関係者対応

非財務関係者との関係維持

業績報告

要件定義

報告形式

作成

報告手順

定義/改善

業績報告の要件定義

IR情報

作成

IR情報

公表

IR情報

外部対応

ステークホルダー報告

報酬制度

評価支援

報酬制度

監視

報酬制度との連動

業績分析/的確な説明

業績分析

実施

業績改善

支援/提言

業績の分析/支援 ビジネス環境分析

計画の構築

最適化戦略

識別/評価

配当政策

構成管理

タックス

プラン策定

長期的な資本政策

経営戦略策定(中長期)

資金管理

計画

資金需要

予測

資金

リスク管理

運転資本の最適化

予算計画

策定

予算計画

修正/承認

予算計画策定(単年度)

資本

需要認識

M&A

需要認識

資金提供

ルート確保

M&A及びその他投資管理

業績予測

作成

業績予測

承認

業績予測

資本の最適化

ビジネス

モデル分析

M&A

評価

ポート

フォリオ分析

事業戦略

策定

経営戦略

承認

企業戦略

策定推進

外部環境

評価支援

貴社Finance業務において業務上の問題を感じている業務領域、問題解決のために生成AIやデジタルツールが適用可能な
業務領域はどこでしょうか？
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課題抽出の観点（課題の要素）

課題の抽出に際しては、視点として業務の品質、コスト・効率、スピード等から改善余地を特定します

Q: Quality（品質）

C: Cost（コスト・効率）

D: Delivery（スピード）

不正・エラー発生による品質悪化

意思決定のミスによる品質悪化、など

マニュアル依存による業務負荷増加

人件費向上による業務コスト増加、など

事業や業務評価のタイミング遅延

事業意思決定判断のタイミング遅延、など
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ご関心をお持ちのテーマに沿ってテーブル討議を行います
経理財務領域はテーブルA、経営管理領域はテーブルB、に移動ください

テーブルA

経理財務業務での

生成AI・デジタルテクノロジー活用

講師：羽田

サポート：野村

講師：塩谷

サポート：小林

経理財務領域での生成AI・最新デジタルテクノロ

ジー活用を議論されたい方

• 伝票入力や債権債務管理・決算締めなどの日

常業務

• トレジャリーや税務管理、内部統制・リスク管理

などの他業務

• 業務効率・品質改善に向けたオペレーション管

理業務、など

テーブルB

経営管理業務での

生成AI・デジタルテクノロジー活用

経営管理領域での生成AI・最新デジタルテクノロ

ジー活用を議論されたい方

• 中期経営計画・事業計画、予算編成業務

• 予実比較分析や業績改善の是正措置立案な

どの業績管理

• 着地見込みや予測情報の生成・管理業務、な

ど

スクリーン スクリーン

司会者テーブル

軽食・ドリンク

＊ご自由にお取りください



経理財務業務

生成AI・他デジタルテクノロジーの活用事例
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Operational Finance領域では、ヒトとデジタルの共存による社内の徹底的な効率化と経営・事業への提言、そして会社横
断のエコシステムを構築している

Digital活用後のオペレーション機能全体感

経営・事業

子会社
決算処理

組織のガバナンス強
化

仕入先

調達計画の策定

購買 営業

営業計画の策定

中期計画戦略策定
業績予測・

分析

経営への提言機会

顧客

情報開示による
サプライヤー間の
価格競争促進

サプライヤーパフォーマン
スのリアルタイム分析・
リスク管理強化

データを活用した
新たなビジネス

の創出

契約・
受注

売上
受注

請求
入金・
回収

請求から回収（OTC）

短期スパンでの
決算報告開示

決算処理の
進捗可視化

グループ全体で
の決算処理の

連動

単体・連結決算（CCR）

ファイナンス組織

勘定
照合

差異
分析

FS作成・
報告

決算
仕訳

データのリアルタイム連携 データのリアルタイム連携

サプライヤー
共通インフラ構築

会社横断での
エコシステム構築

一連の業務自動化

子会社
決算処理

子会社
決算処理

購買・
調達

納品
検収

支払
債権
消込

購買から支払（PTP）
会社横断での
共通インフラ構築

調達ニーズの
予測

売上／回収の
見込予測

商品・サービス
価格交渉／仕入れ 契約・受注

営業活動

ヒトとデジタルの共存
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オペレーションの効果的な自動化・スリム化を実現するためには、全社横断で機能・プロセスごとにE2Eのオペレーションの設計・
検討を行うことが重要となります

オペレーション機能の全体像と目指す姿（Excellent Operation）

得意先 Order to Cash(受注から回収)

Order
Order
Fulfill

Request
Payment

Receive
Payment

Reconcile

仕入先 Procure to Payment(購買から支払)

Procure
Receipt
G & S

Receive
Invoice

Conduct
Payment

Reconcile

Close, Consolidate, Report
(単体・連結決算)

Record Close
Consoli
-date

Report
Audit
/Tax

ヒトとDigitalの共存
Digitalでの業務遂行を実現
(一連の業務を自動化)

アナログからデジタルにシフト 書類や属人的な処理を電子化

End to Endの業
務設計

事業や商品の特性を考慮した、
全社横断的な一連の業務

End to Endの業
務設計

購買品や経費の特性を考慮した、
全社横断的な一連の業務

売上/回収の見込
予測

事業・商品比較
・将来見込

調達ニーズの
見込予測

事業・購買品比較
・将来見込

短期スパンでの
決算報告開示

決算処理の
進捗可視化

子会社
決算処理

組織のガバナンス強化

子会社
決算処理

子会社
決算処理

グループ全体での決算処理の連動

会社横断での
共通インフラ構築

サプライヤー
共通インフラ構築
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基幹システム(ERP)の周辺業務に対し、簡易導入可能な各種デジタルツールを組み合わせ、E2E目線での業務の自動化・
シームレスなデータの連携を実現します

オペレーション業務を支えるデジタルツール

Support automation of routine processes for ERP manual tasks
and any task outside ERP. Data registration, processing and 
output to the system, PPT, Excel work, e-mail handling, etc.

Support conversion from paper-based 
documents to digitized information, which 
expand the automation processes and 
promote remote work with cross-site.

Support employee collaboration for remote 
work with cross-site operations. E-approval, 
signature, W/F, task assignments, 
statusmanagement, etc.

Support reporting and analysis activities in BP/CoE operations 
at SSC. Data collection and calculation, automatic creation of 
graphs and tables, simulation analysis modeling, etc.

Support suggestion and advisory services in 
BP/CoE operations at SSC. Detection of fraud, 
prediction of credit and foreign exchange risks, 
and automatic creation of business plan prospects 
based on past performance and external 
information

Support analysis and response to inquiries in 
BP/CoE operations at SSC. Documentations of 
analysis of budget vs. actuals, answers for 
frequent questions are automatically prepared

オペレーター機能サポート: ビジネスパートナー機能サポート:

OCR
Optical Character

Recognition

ML/AI
Machine Learning/

Artificial Intelligence

NLG
Natural

Language
Generation

BPM
Business Process

Management

ERP
System

EPM
Enterprise

Performance
Management

RPA
Robotic Process

Automation
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定常業務基盤

検証、非定型/
不定期業務基盤

曖昧さの大小に応じてオペレーションを生成AI・RPAに振り分けることで、定常業務のみならず、非定型・不定期業務の効率化
も実現します

オペレーション業務を支えるデジタルツール:生成AI取り込み後の業務イメージ

基幹システム

社内ナレッジ

社内規定
• コンテンツ

• 過去事例

• リファレンス

• 改訂履歴

• 所管部署

事例集

開示文書

IR

有価証券
報告書

外部評価

統合された
データ

購買 会計

販売 原価

+ Timestamp

ニュース

監査証跡

Interpretation

Reconciliation

Summarization

＜生成AIの機能＞

曖昧さ大

◼ 簡単なコマンド
◼ 調整をかけた学習モデル

生成AI

曖昧さ小

RPA

◼ インプットパラメータ(データソース指定)
◼ アウトプットパラメータ(出力フォーマット指定)
◼ 処理フロー・分岐条件
◼ スケジュール・トリガー

Etc.

デ
ー
タ
ク
レ
ン
ジ
ン
グ

経理財務・
経営管理部門
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デロイトの導入支援実績からも、A, B, Cの活用パターンが多く、ヒトが行う処理の相談・サポート役を担い、主に分析業務や
関係者調整業務の工数を削減し、業務処理の効率化・品質補強や処理サイクルの短縮化を実現しています

生成AIの活用事例

FP& A Transact ional  F inance Control lership

開示対応業績分析 業務・人財管理取引先・残高管理 法規制対応監査対応

実現効果

生成AI
活用事例

• 週次・月次の増減要因
変数抽出と要因分析
結果の文章作成

• 四半期・半期の業績の
要約作成、役員・事業
責任者への業績サマリ
の報告

• 期中における会計基準、
税制のルール変更内容
の調査と要点整理

• 対外報告資料の作成、
関係者への説明内容
（スクリプト、FAQ）
の作成

• 取引先との過去の取引
実績やインシデント発生
状況から、将来の取引
条件見直し案の提案

• 取引先との入出金管理
などのイシュー発生時の
解決方法の相談

• 監査対応の財務諸表
や各種レポート、データ
ソース等との紐づけ情報
の整理・作成

• 上記の差異発生時に、
想定される根本原因や
変数情報の作成

• 会計基準・税制変更に
よる現行ルールとの差異
の特定や、差異内容の
作成・要約

• 新会計基準・税制等の
適用範囲や影響額の
試算と要約

• システム操作履歴等に
基づく、マニュアル変更
提案・変更案の作成

• 若手社員や新規赴任
者向けの業務遂行時の
不明点の相談対応
（マニュアルFAQ等）

活用
パターン

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

• 業績報告の早期化、
意思決定の迅速化

• 分析～示唆～改善の
短サイクル化

• 増減分析要因パターン
の柔軟・多様化

• 開示資料作成の工数・
時間の削減

• 開示要件（開示要否
判断、記載要件等）へ
の準拠性の向上

• 回収のエラー発生対応
工数・時間の削減

• エラー是正対応の促進
と取引処理工数の抑制

• 内部・外部監査の説明
対応工数の削減

• 残高確認の差異発生
対応工数・時間の削減

• エラー是正対応の促進
と取引処理工数の抑制

• 法令遵守の意識改善
と知識レベルの底上げ

• 開示要件への準拠性の
向上

• 法規制変更に対する
自発的なコントロール

• メンテナンス対応業務の
工数・時間の削減

• 新規入社者への教育・
研修工数・時間の削減

• 既存社員の付加価値
業務へのシフト促進
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事例A：ハイパーオートメーション
購買・販売・会計など一つの業務領域に閉じた自動化ではなく、E2Eで見たプロセスの自動化が、オペレーション業務に要する
時間・労力を削減し、プロセス全体のスループットを高め、またビジネスパートナー機能における早期の情報取得にも貢献します

OCR
Machine
Learning

RPA BPMBPM

請求書処理 エラーハンドリング 支払要求請求書照合 支払実行請求書受領購買依頼 購買発注

BI
Machine
Learning

▪ 承認状況、タスク分担、コミュニケーションといったプロセス全体のモニタリング

▪ ベンダー選定や契約といった
協業をサポート

▪ ハードコピーのデータ化
データ取り込み時のエラー
ハンドリング

▪ システム内の債務データとイン
ボイス上のデータの自動比較

▪ 自動支払い処理のためのe-署名をサポート▪ エラー項目に対するアラート
生成

サ
ポ
ー
ト
ツ
ー
ル

継
続
改
善

▪ 各オペレーションの実行結果に基づくKPIのモニタリング、可視化および改善提案

例）P2P領域における典型的な改善事項

▪ マスタデータの一貫性をチェック(同一ベンダーに対する量販割引の機会創出)

▪ 早期支払いに対する値引きの保証

▪ 支払先からの納品遅延に対する罰則適用
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バックオフィス業務へのRPA導入により、実証ベースで20％を超える工数削減が可能と算定されました。債権債務管理・現預
金管理等の業務との親和性が高いです

事例B：オペレーター業務へのRPA活用事例

Robotic Process Automation（RPA）｜サービス：CFOサービス｜デロイト トーマツ グループ ｜Deloitte
RPA等のテクノロジーを活用した経理業務の効率化｜オペレーショナルリスク｜デロイト トーマツ グループ｜Deloitte

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/finance/solutions/cfos/robotic-process-automation.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/articles/or/rpa-technology.html


© 2024 Deloitte Consulting Southeast Asia 33

社内ドキュメントに対する問い合わせに応じるChatbot、回答の根拠となる個所を示すことで回答の信頼性を高めます

事例C：活用方法：社内文章検索

全従業員
共通

従業員用Chatbot
(Web調査効率化, 社内文
書検索、ドキュメント要約、
議事録作成、多言語翻訳、
スケジュール管理、etc.)

• Gen-AIチャットボットは、従業員からの問い合わせに基づいて外部ソースから情報を取得
し、提供するWebリサーチ作業を支援する

• Gen-AIチャットボットは、会社のナレッジベースやドキュメントへの簡単なアクセスを提供し、
従業員が必要な情報を素早く見つけられるようサポートする

• また、従業員のスケジュール管理や会議のスケジュール管理も支援可能

https://jpdeloitte.sharepoint.com/sites/SEATECHCollaboration/Shared%20Documents/General/03_PD_BD/19_Terumo/20230912_Gen-AI/RPReplay_Final1694525932.mp4
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自社や子会社、他社の財務情報を読み込み、読み込んだデータを基に質疑応答を複数回繰り返すことで、素早い情報の確
認が可能です。生成AIの回答内容についても根拠となる個所が提示されるため、回答の品質も担保されます

事例D：財務情報の確認

1. 財務情報に対して質問

（数値や傾向）

2. 回答に加え、回答の根拠と

なる資料や個所を提示

入力

出力

入力

出力

出力

補足



© 2024 Deloitte Consulting Southeast Asia 35

契約書や会計規則・経理規定等、ボリュームが大きく、かつ内容の整合性徹底が求められる文書作成・更新において、原版か
らの変更点や追加点、前提事項を自然な形で取り込み文章を生成します。追加・変更箇所のハイライト表示も可能です

事例E：社内外向け文書更新

1. 原版のテキストを入力

or アップロード

2. 更新したい内容を記載

（背景情報、追記・削除内容）

3. 更新された文章を出力とともに

更新箇所をハイライト

入力

入力 出力

補足
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トランザクションデータ（例えばローン、融資の申し込み情報やERPシステム内のデータ）に対し、購買規定や会計規定等ルー
ルに準拠していない、貸し倒れリスクが高いなどチェックをかけることで、詳細確認対象のデータの母数を絞り込むことが可能です

事例F：トランザクションデータのチェック

1. トランザクションデータ取り込み

（テーブル連携も可）

2. 特定の値を示していないか、閾

値を超えていないか、またその組み

合わせ等のルールを設定

3. 各トランザクションに対してスク

リーニングを行った結果を該当/非

該当及びその理由にて表示

補足
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アンマッチ原因の特定及びアンマッチ解決の付随作業は、機械学習やRPAなどを用いて自動化することで、関連作業のスピード
アップ及び業務負荷の軽減が実現できます

事例G：信用・与信リスク管理の自動化・高度化の例

リスク評価モデルに基づく与信管理の自動化

◼ 内部データだけでなく、随時自動反映された外部エージェントデータを活用
してリスク評価・予測分析

◼ 経験則でなく、予め定義された信用リスク評価モデルに基づき、与信限度
額やリスクヘッジ手段が適用される

サードパーティ
エージェント情報

対象会社の
財務・

非財務情報

信用ランク毎の与信限度額*1

（信用マトリックス定義）

顧客毎の債権残高情報

与信限度額設定以外の
リスクヘッジルール

随時
自動反映

全社標準ルールで集中管理

内部取引情報の更新

受注登録

入金消込

◼ 債権計上・回収に合わせたリアルタイムでの債権残高情報の更
新や信用リスク変動にかかわる情報を連携

債権残高UP
（与信残高DOWN）

債権残高DOWN
（与信残高UP）

随時
自動反映

信用情報活用の拡大（営業活動等）

①新規顧客との取引時、既存顧客との追加契約時に、セールス部
隊が容易に信用リスク情報を参照可能

②契約／見積条件を、収益、収益性、解約、および顧客の信用リ
スクと財務リスクの内部評価に基づいて定義

③内部監査時に、与信条件、支払条件または割引率に異常があ
る顧客を特定

随時
参照

回収遅延・
滞留債権額

信用リスク変動情報

*1：信用ランク毎に未回収リスクを予測し与信限度額を策定

自動的な
リスク算定

リアルタイムで
状況更新

信用情報の
更なる活用

補足
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ERPシステム導入後も連結や報告業務などでマニュアル作業が残ることも多く、それらの特定業務に特化したツールの導入をす
ることで自動化のカバレッジを最大化、ERP自体の導入効果引き上げも見込めます

事例H：ハイパーオートメーションを支えるデジタルツール

連結決算処理の自動化 報告・開示処理の自動化

• Workivaは手作業が介在する様々な書類作成を自動化でき、業務効率化のために
有効なツール

• 対外公表資料や本社への報告資料資料など、特定のデータソースに基づくPPT, 
Excel, Wordなどは元データ更新と同時に全文書更新が可能

• Excel, Word, PPTなどの媒体は問わないため、多くのデータを扱うレポーティング
業務に導入することで効率化を最大限追及可能。また、自動化による開示統制の強
化も推進可能

• BlackLineは業務におけるルール、タスク管理/承認、証憑、照合機能、ERPへの連携を
備えた、決算プラットフォームツール

• 勘定照合機能は、決算業務における残高確定に向けた各種照合処理のタスク実施、
証憑補完、承認プラットフォームを提供

• 各海外子会社の帳簿データと記帳に関連するエビデンスを可視化することでガバナンスの
高度化を達成することが可能

• 自動取込・計算・差異検知によってユーザーの工数を削減し、可視化された
ダッシュボード・レポ―トを提供することで、差異分析の質を向上させることが可能

補足



経営管理業務

生成AI・他デジタルテクノロジーの活用事例
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A
c
ti

o
n

経営管理業務（予算・業績管理）においては、下記9つの典型的な問題を抱えていることが多いです。各社に共通する問題
点は、②予算編成の膨大な工数、⑤意思決定・判断の情報不十分、⑨予測精度の低さ、の3点です

経営管理業務における典型的な問題事象

トップや管理層、現場が求める情報（外部環境データ、KPIの分析軸・粒度、タイミング等）が不足

目標値が昨対比や部門比較など、過去からの延長目線が強く、予算数値自体の妥当性検証が不十分

要因分析や打ち手のパターンが固定的で、事業環境や経営ニーズ変化に柔軟、迅速に対応できない状況

着地見込や予測情報のモデルがなく、担当者の感覚に依存。事後検証もできず、場当たり的な状況

トップや管理層のビジョンが現場に浸透せず、管理指標や目標値の設定、その達成手段などで不整合が発生

各部署の数値変更に伴う再集計や関係者間調整等の繰り返しが多く、年間を通して予算編成に時間を投下

レポート作成がマニュアル依存。打ち手立案・是正の時間がなく、今後の計画に調整が入らないままの状態

管理サイクルが会計年度で運用（年度単位で分断）され、年度の切り替わり時の連携が不十分

KPIがP/L指標（売上・利益等）だけで、B/SやCFなど、効率性や生産性、安全性などの指標が不足

意思決定に必要な情報が不足5

目標数値の設定が曖昧4

分析構造・手法が固定的6

予測の精度が低い9

ビジョンの浸透が不十分1

予算編成に膨大な工数が発生2

分析・改善検討の時間が不足7

管理サイクルが分断・不整合8

KPIの定義が固定的3

問題点 問題事象

C
h

e
c
k

P
la

n
共通課題
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主に、A) データ収集・統合、B) データ集計・加工、C) データ・レポート生成、D) 言語生成（テキスト）、E) 言語生成
（問い合わせ対応）、F) データ予測、の6つの局面でデジタルを活用することが一般的です

経営管理業務における典型的なデジタル活用局面

経企
・経理

経営層

事業
部門

システム・
データ

データ集計・加工 要因分析・打ち手立案 報告・フィードバック対応レポート作成・分析取引データ発生

Other Sys.
(Sales, etc.)

データ収集・
抽出

ERPERP

取引証憑書類・データ

データ確認 データ入力

ハードコピー ソフトコピー

提出

チェック・
加工

確認・調整
調査・

問い合わせ

分析・
打ち手立案

追加調査・状況確認

報告レビュー・
承認

レビュー・
意思決定

確認・調整 回答

レポート
修正・更新

レビュー・
着地確認

予算・計画データ取引データ

Accounting Data

デジタルツール

A) データ収集・統合
の自動化

B) データ集計・加工
の自動化

C) データ・レポート生成
の自動化

F) データ予測
の自動化

E) 言語生成の自動化
（問い合わせ回答）

レポート作成

D) 言語生成の自動化
（テキスト作成）
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経理財務・経営管理部門はデータモデル構築・分析や、それに基づいた施策提言をCXOに対して行います

“データドリブン経営”の要素および経理財務・経営管理部門の役割

各国/各事業
のシステム

各国/各事業
のシステム

各国/各事業
のシステム
連結会計

データ

外部データ

統合された
データ

CXO

集計加工
人材

施策提言
人材

統合されたマスタ

AI
アナリティクス

データモデル
構築/分析

人材

経理・財務組織

CFOダッシュボード

トップマネジメントが社員に対し、データを重視
する考え、目標や戦略を定量化するあり方を
様々な場面で発信

ビジョンの発信・浸透
価値観

会社にとって目標とする指標、各組
織・人が責任を持つ指標を明確化

KGI/KPIと責任組織・人

説明責任

KGI/KPIを中心に組織全体の
判断に資する財務・非財務デー
タ。必要なものからマスタデータ整
備

整備されたデータ 測定

大量データを高速に処理するストレージ、データを分析するツー
ル、AI/Analytics等を活用した予測モデル

最先端の技術活用
情報／システム

判断に必要なデータの品質を一定担保するデータガバナンスと、
適時適切なタイミングで提供する自動化

プロセス標準化（アウトプット起点）
制度／業務

ビジネス課題とデータを紐づけられる
人材(施策提言人財)。データ分
析を支援できる組織施策提言人
財

ビジネス×データ分析
組織と人財

トップから現場までがビジネスに裏付けるデータ
活用と未来志向の議論・判断

自発的なデータ活用マインド
文化

データに基づき議論・判断する場
(会議体)の明確化。根拠・予測・
施策をデータに基づき議論

議論する機会(会議体)
対話

デ
ー
タ
ク
レ
ン
ジ
ン
グ
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デロイトの導入支援実績からも、A, B, Cの活用パターンが多く、ヒトが行う処理の相談・サポート役を担い、主に分析業務や
関係者調整業務の工数を削減し、業務処理の効率化・品質補強や処理サイクルの短縮化を実現しています

生成AIの活用事例

FP& A Transact ional  F inance Control lership

開示対応業績分析 業務・人財管理取引先・残高管理 法規制対応監査対応

実現効果

生成AI
活用事例

• 週次・月次の増減要因
変数抽出と要因分析
結果の文章作成

• 四半期・半期の業績の
要約作成、役員・事業
責任者への業績サマリ
の報告

• 期中における会計基準、
税制のルール変更内容
の調査と要点整理

• 対外報告資料の作成、
関係者への説明内容
（スクリプト、FAQ）
の作成

• 取引先との過去の取引
実績やインシデント発生
状況から、将来の取引
条件見直し案の提案

• 取引先との入出金管理
などのイシュー発生時の
解決方法の相談

• 監査対応の財務諸表
や各種レポート、データ
ソース等との紐づけ情報
の整理・作成

• 上記の差異発生時に、
想定される根本原因や
変数情報の作成

• 会計基準・税制変更に
よる現行ルールとの差異
の特定や、差異内容の
作成・要約

• 新会計基準・税制等の
適用範囲や影響額の
試算と要約

• システム操作履歴等に
基づく、マニュアル変更
提案・変更案の作成

• 若手社員や新規赴任
者向けの業務遂行時の
不明点の相談対応
（マニュアルFAQ等）

活用
パターン

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

文書化

ヘルプデスク

データ分析

処理の自動化

将来予測

A

E

D

C

B

• 業績報告の早期化、
意思決定の迅速化

• 分析～示唆～改善の
短サイクル化

• 増減分析要因パターン
の柔軟・多様化

• 開示資料作成の工数・
時間の削減

• 開示要件（開示要否
判断、記載要件等）へ
の準拠性の向上

• 回収のエラー発生対応
工数・時間の削減

• エラー是正対応の促進
と取引処理工数の抑制

• 内部・外部監査の説明
対応工数の削減

• 残高確認の差異発生
対応工数・時間の削減

• エラー是正対応の促進
と取引処理工数の抑制

• 法令遵守の意識改善
と知識レベルの底上げ

• 開示要件への準拠性の
向上

• 法規制変更に対する
自発的なコントロール

• メンテナンス対応業務の
工数・時間の削減

• 新規入社者への教育・
研修工数・時間の削減

• 既存社員の付加価値
業務へのシフト促進
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中長期経営計画で実現すべき企業価値に向けて、成長性、収益性、効率性、社会価値などの各観点で価値のドライバーを
定義し、また販売、ロジ、コーポレートなどの各オペレーションにおける注力ポイント及びKPIを定義することが重要です

EVM（Enterprise Value Map）の作成

Value Drivers

Value Drivers represent specific 
areas where value is created. 
The Value Map has four main 
value drivers: Revenue 
Growth, Operating Margin, 
Asset Efficiency & 
Expectations

EVM Framework

Drilldown on key drivers 

Descriptive (Financial KPI)

Diagnostic (Operational KPI)
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アカウント別の事業（地域）・サービス、業界別の売上・利益規模を把握することで、重点アカウントを見極め、売上シナジー
創出や案件実績の販売・マーケ活動への転用、M&A・アライアンスの推進などのアクションを取ることが可能になります

[分析の例] アカウント別ポートフォリオ分析

A事業 B事業 C事業 D事業 E事業 F事業

アカウントA
CB

F

G

I

E

J

D

H

①業績管理・事業ポートフォリオ管理

②M&A・アライアンス推進

③人財マネジメント

④業務・システムインフラ基盤の整備

自動車

電機
・電子

医薬

半導体

小売

各案件の成長性・収益性分析 改善の打ち手（例）

1. ポートフォリオ管理の徹底

• 成長性の見込めるアカウントへの周辺サービスの持ち込み

• 地域・事業展開が見込めるアカウントへのリージョン展開の推進

• 縮小傾向の事業・地域特定サービスやアカウントのExit対応、など

2. M&A・アライアンス推進

• 自社不足ケイパビリティ（顧客基盤やデジタル開発スキルなど）領域の

見極めと提携先の選定

• 補完ケイパビリティからM&A候補の選定・シナジー戦略の立案、など

3. 人財マネジメントの強化

• プロマネスキルなどのトレーニングプログラムの整備

• プロマネツールの整備

• アサイン管理方法の見直し（プール化、地域・事業横断アサイン）、など

4. 業務・システムインフラ基盤の整備

• 上記#1-3の判断を円滑にするためのツール化

• 上記#1-3の改善強化に資するツール化、など
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不確実性が高い未来に向けた戦略策定では、シナリオプランニングの活用が一つの有効な手段となります

将来予測の手段としての“シナリオプランニング”

これまでの経営・事業計画の考え方

◼従来の延長線上での変化を予測する（シナリオの蓋然性は高い）

◼現在の市場環境・競争要因および自社アセットを所与とし、計画の
論理性に焦点

現在 未来

• 未来を点（単一のシナリオ）で予測しなければならない

• 点で予測するためには多くの前提を置く必要がある

• 過去の経験に依存したシナリオになりがち

• 単一のシナリオの確からしさの議論になる

• 過去に立てた計画を妄信し計画修正は行わない

不確実な時代の考え方≒本取組み（シナリオプランニング）の考え方

◼不確実性が高い構造的変化をもとに、多様な「未来」の可能性を予測
する（蓋然性が低いシナリオも含まれる）

◼将来の不確実性を所与とし、自社の機会だけでなく脅威に対する対抗
策と実行に焦点

現在 未来2

未来1

未来3

• 未来は幅（複数のシナリオ）で予測すればよい

• 無理（恣意的）に前提を絞り込む必要はない

• 蓋然性は低いが影響度の大きなシナリオも取り込める
（ディスラプションシナリオも一例）

• 各シナリオへの抗堪性の議論になる

• 各シナリオの蓋然性をモニタリングし計画修正していく
（一つのシナリオへの固執は避けやすい）
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Cognitive/AI Planning BI

Budget management

Outlook/Forecast

Performance Management

Forecasting model

Analysis Report

ETL Data Lake/ Storage
Master/Data transform Fixed/Non-fixed data

ERP

Sales System Production System

Optimization

Datamining/Sensing

Dashboard

Financial consolidation

Transaction data

Structure of EPM platform

ERPシステム、データを格納するためのData Lake/Storage、データを処理するためのETL、データを視覚化するためのBI、
データを分析するためのコグニティブ機能などを組み合わせて、データを活用するプラットフォームとします

データドリブン経営におけるデジタルツールの活用
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アウトプットを行うための根拠としてナレッジベースやインターネットの幅広い情報にアクセスし回答を返すことができます。加えて、
プログラミング言語を実際に動かすことのできるコードを返したり、実行します。その際にデータやロジックが整っていなくても曖昧さ
を補完してアウトプットを行う点が強みであり、その反面バラツキを持った回答がなされることがあります

生成AIが回答を行うしくみ及びメリット・デメリット

生成AI

Knowledge 

base

Interface

問合せ

回答

Programing

Languages

(Python, SQL, 

Java etc.)

• 事典（法務、

会計、医療等）

• 各種マニュアル

• テキスト

• 書類

• 画像

• ファイル

言語モデルがプログラミング言

語を操作する！曖昧さにも自分

で考え補うことで対応し、また思

考錯誤する

DB

• 売上、コスト等

の数値データ

知識

• テキスト

• 書類

• 画像

• ファイル

• コード

• インターネット上の

情報

知能

スキル

一方でバラツキを持った

回答がなされる可能性

マスタデータ、可視化モ

デル、ロジック等が整って

いなくても分析が可能

デメリット

メリット
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雑多な概要データを含む支出データに対して概要データを元に支出カテゴリを定義します

生成AIを用いたデータ可視化の事例：支出データ分類・分析

元データ（支出データ） 加工後データ パレート分析
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トレンド、周期変動（季節変動）、残差に分解し、再合成することで売上の将来予測を行います

生成AIを用いた将来予測の事例：売り上げ金額予想値作成

裏でPython
プログラムが走る

元データ

トレンド

季節変動

誤差

予測値
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「何が起こったか」、「なぜ起こったか」、「何が起こるのか」「何をすべきか」の4つの観点から分析を行います。それぞれのレベルごと
に満たすべき条件が存在し、一足飛びではなく、まず自社の位置を把握し、段階を踏んで実現していくことが重要です

データドリブン経営における分析の観点

Level 1 Level 2 Level 3 Level 4

価値観

測定 • 財務実績中心のデータ管理
• 財務非財務の実績明細を組織横断

で管理
• 社内外の先行指標活用
• 予測モデル/シミュレーションを整備

• 実行施策の有効度評価に基づく、意
思決定品質を高めるデータ整備・指
標拡充ロードマップ化

対話 • 定型的な財務報告
• 明細データまでの分析に基づき真因
を議論

• 予測シナリオに基づき、将来の機会・
リスクを議論

• 複数の予測シナリオへの各種施策案
をベースに、手の打ち方を議論

文化 • 正確な業績の把握 • 各部署で個々にデータ分析推進
• 予測モデル/シミュレーション成功例の
チェンジリーダーによる展開

• 全社員の自発的データ活用・成功共
有による学習サイクル循環

説明責任
• 一部の経営層へ財務数値責任(拠

点長のPL責任など)
• 各マネジメントへKGI/KPI責任

• 予測精度を高める着地経営
（計画/見通し精度の責任）

• 着地＋施策有効性

経営層から現場に至るまで、「勘と経験による意思決定」から「データドリブン経営」へ移行していくとの共通の価値観を浸透していく

...
C “Descriptive”

記述的分析

“Diagnostic”
診断的分析

何が起こったか？ なぜ起こったか？ 何をすべきか？何が起こるのか？

“Predictive”
予測的分析

“Prescriptive”
処方的分析

補足
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Financial KPIやOperational KPIを分析し改善施策に落とし込むには、その対象を特定するための自社に適した分析軸や
分析構造が必要となります。これらの軸でデータを分析するためにはデータにこれらの情報を持たせる必要があります

KPIの分析軸・比較構造の精査

KPI

地域軸

用途別

製品・サービス軸

チャネル別

比較構造 比較単位

分
析
軸

分
析
構
造

製品カテゴリ別

住宅用

商業用

公共用

セミナー・問い合わせ経由

実績値（趨勢分析）

予算・実績比較（比率、差額）
通期、半期、四半期、月次、日次

累月、単月

合計値、平均値

実績・実績比較（昨対、相関分析、ベンチマーク）

当初予算・見直し予算比較（比率、差額）

予測・実績比較（比率・差額）

製品アイテム（品目）別

SKU・品番別

組織別

会社・部門別

マネジャー別・個人別

顧客軸

グローバルメジャーアカウント

グローバル

取引通貨、報告通貨

地域別、国別

主要都市別

地域戦略ターゲットアカウント

既存の継続・派生受注

他チーム・サービス照会

業界主要トップ企業

新規／既存顧客

事業機能別RFP（提案依頼）

プロジェクト案件別

Descriptive Diagnostic Predictive Prescriptive補足
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稼働の可視化

稼働の有償化

稼働の平準化

1

2

3

ア
サ
イ
ン
管
理

▪ 各メンバーの案件稼働の登録方法（案件立ち上げ前の準備作業、社内業

務関与など）や可視化方法を整備

▪ プロジェクトマネジャー向けの案件管理に係る教育研修（案件審査チームの
設置、プロジェクト管理スキル向上のモニタリング、OJTなど含む）を整備

▪ 稼働を含めた案件情報の登録作業を簡素化、二重登録などを極力、排除
し、自動化などの支援ツールも整備

▪ アサイン管理ルール（アカウントとソリューションの優先順位ルール、予定超過
の稼働管理、スリップ・延長案件への対応ルールなど）を標準化

各製品・サービスなどの案件別の売上規模や利益率を把握することにより、不採算案件を特定し、その要因分析を通じて、
将来の不採算案件発生の防止や重要案件へのリソースシフトの加速などのアクションを取ることが可能になります

[分析の例] 製品・案件別の収益性分析

各案件の収益性分析 実現のための打ち手（例）

改善の方向性 改善の内容

確度定義の明確化

適時・適正登録の促進

見込算出の適正化

1

2

3

パ
イ
プ
ラ
イ
ン
管
理

▪ 各ステージの定義を明確にし、かつ、受注活動の各局面において収集・準備

すべき情報や社内の相談・調整手続きを整備

▪ パイプライン情報の登録・更新の単位やタイミングを明確にし、かつ、その

定着に向けたチェンマネを推進

▪ 各案件の売上・利益見込額の算出方法（複数組織が連携する場合の

分配やバックオフィス費用の配賦、サブコン利用等含め）を整理

▪ 案件クローズの判断基準の明確化

Descriptive Diagnostic Predictive Prescriptive

売上

利
益

補足
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アカウント別売上規模や過去の事故発生件数などの情報を把握することにより、離脱可能性の高い重要アカウントを特定し、
その要因分析を通じて、営業・デリバリ体制の変更や営業活動の審査強化などのアクションを取ることが可能になります

[分析の例] アカウント別リスク分析

アカウント別リスク分析
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リ
ス
ク
発
生
の
可
能
性

リスク発生後の影響度

案件リスク評価結果

【凡例】

直近3ヶ月で不正・エラー検知した案件

直近3ヶ月で不正・エラー検知のない案件

優先対応

要是正

経過観察

リ
ス
ク
発
生
可
能
性

リスク発生時の影響度

直近3ヶ月でエラー・クレーム有り

直近3ヶ月でエラー・クレーム無し

例）
• SLA遵守率
• 社内ツール遵守率
• 案件審査結果
• 平均稼働時間
• 担当マネジャー事故歴、など

例）
• アカウント重要性
• 売上・利益
（金額・成長率）

• 競合シェア比率、など

改善の打ち手（例）

1. 営業・デリバリ体制の変更

• サービス担当者に業界・アカウント担当を割り当てる

ことで、営業担当の訴求力を向上

• 既存案件のクローズ手続きにおける継続提案活動の

プロセスを標準化

• マネジャー別受注獲得率・事故歴を精査、優先対応

アカウントの発生見込みと体制移行実行、など

2. 営業案件の審査強化

• 営業ツール・提案コンテンツの専門家レビュープロセス

（トピックチャンピオン配置）の強制化

• 大型提案案件の事前審査（提案力の確認、リスク

情報の整理と対処法の確認）、など

3. アカウント別リソース投下の是正

• 成長性・収益性の見込めるアカウントへの集中化

• 共通要因への全社対応による底上げ（営業ツールの

共通コンテンツ化、クレーム対応の共通化）、など

Descriptive Diagnostic Predictive Prescriptive補足
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[分析の例] 支出ダッシュボード
支出について、いつ、だれが、誰に、いくら支払ったのかを集計しコスト最適化の検討に活用します

Supplier Proliferation
Dynamically target ‘long 
tail’ of suppliers by 
category

Supplier Trends
Monitor spend with 
suppliers over time

Summary Statistics
Quickly identify top-line 
summary of your spend 
profile

Spend Filters 
Target specific areas by 
applying multiple filters 

to spend data

Descriptive Diagnostic Predictive Prescriptive補足
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[ドライバーベース・シナリオプランニングの活用] 環境変化への対応力向上 例1

ダッシュボード上で前提数値を変更すると

変更結果をすぐに再集計しデータ・グラフ反映

コメント情報（文字）を入力可能

Descriptive Diagnostic Predictive Prescriptive

数値変更が全社集計に即反映されるリアルタイムシミュレーションにて精度を高めます

補足
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自社財務数値にどのような外部環境変数が影響を及ぼしているのかを理解することで、予測精度が向上し、最終的には事業
ポートフォリオの最適化を実現することが可能となります

[ドライバーベース・シナリオプランニングの活用] 環境変化への対応力向上 例2

Macroeconomic 
factors

GDP growth rates per region

Jobs added per period per region

Prevailing interest rates 

Government investment per 
region

Changes in inflation rate

Changes in overall effective tax 
rate

FDI per region per period

Changes in overall effective tax 
rates of related industries ex. 
Logistics 
Changes in exchange rates per 
region on the basis of revenues 
per region 

Unemployment rate per region

Growth in oil prices

Defense budget

高精度な予測に基づく事業戦略
⇒事業ポートフォリオ最適化

Budgeting（投資計画）

A

C

Forecasting（業績予測）

一般
管理費・
販管費

在庫月数

不動在庫数 カテゴリ別運転資金
回転率

カテゴリ別固定資産
回転率

設備稼働・利用率

在庫回転率

事業別
トップライン
シナリオ

事業別
コスト

シナリオ

カテゴリ別
固定費

カテゴリ別
売上

カテゴリ別
変動費

市場価格変動

SKU数変動

マーケティング効果

店舗出店・閉店

発注数変動

原材料単価変動

労務単価変動

労務人員数変動

サプライヤー切替

リパッケージ実施

SKU別売上
（販売数量×単価）

工場光熱費変動

工場家賃変動

輸送／保管費変動
その他

製造間接費

SKU別
原材料費・労務費

給与支払
役職別人員数

役職別人件費単価変動

福利厚生費
年度別賞与方針

福利厚生制度変更

経費
業務委託費変動

旅費・経費規程変更

設備費
拠点別家賃変動

拠点別光熱費変動

広告宣伝費
プロモーション計画

媒体／エージェンシー切替

ライン別設備構成

ライン別設備稼働率

債権・債務回転率債権・債務月数
事業別ROA

見通し
（経営効率性）

高精度な予測に基づく投資判断
⇒投資・資源投下の効率化

Planning（事業計画）

ボトムアップアプローチ化
ツール導入・短サイクル化

◼ 優先事業・テーマへ
の投資加速

◼ 縮小事業の資産
処分

◼ 優先事業領域・
テーマ設定

◼ 事業規模縮小
判断

事業影響要素の特定・傾向把握
業績予測の精度向上

財務数値に相関関係が強い外部説明変数を
取り入れることで予測精度を向上させる

PL

BS

利益率
向上

財務
レバレッジ
向上

ROA
向上

Descriptive Diagnostic Predictive Prescriptive補足
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相関分析・トレンド/季節性分解の手法を活用し、真に売上に貢献する営業費用の使い方をデータから導き出しました

営業費用の予測モデル策定・費用分析

課題

アプローチ

効果

✓ 現場の事業部門における積上予算が会社の予算ベースとなっているが、根拠やロジック等が明確化されていない

✓ 経営資源として配分された営業費用が真に売上に貢献できていたか、また適切な費用科目に配分されていたか不明瞭

ニーズに合った年度計画生成に向けて
ドライバーベースの相関分析アプローチ
と整合する様々な多変量解析

業種特性を考慮し、トレンド・季節性
等に分解、より精緻な要因分析を実施

モデルに基づき、営業費用等の効果を
分析し、その投資効果を評価

ROI平
均: X.X

ROI平
均:
X.X

◼ 自社ビジネスに影響を与えるドライバー・その重み、を正確に把握し、予測モデリングを構築した

◼ 営業費用の種類・組み合わせによっては、その投資効果が相互に減殺しあうといった非効率性を検出することに成功した

ドライバー分析・相関分析結果 分解結果 モデルに基づく投資効果等の分析

生
デ
ー
タ

ト
レ
ン
ド

季
節
性

Descriptive Diagnostic Predictive Prescriptive補足
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財務諸表データを基に、地域CFOが報告する原稿のドラフトを生成。経理財務メンバーによる財務データ分析と報告ドラフト作
成の負荷を大幅に削減します

生成AI事例 - 本社向け財務報告のドラフト作成

3. ドラフトはWordファイル出力

可能

1. 報告対象企業・期間を設定

2. 財務諸表（PL, BS, CF）を

それぞれアップロード

Descriptive Diagnostic Predictive Prescriptive補足



さいごに：

❑ Workshop討議結果の
活用に向けて
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本日は、デジタルテクノロジー活用に向けた全体ロードマップの中でも、適用可能性を評価する企画段階のフェーズにフォーカスし
ました。次のアクションは、実際にツールを動かし、その可能性の評価を精緻化し、変革に着手していくことが重要です

デジタルソリューションの導入に向けた全体ロードマップ

Digitalization

1) 個別処理の前後処理も含めたEnd 
to End目線で業務を再構築

2) 他領域へのツール活用を展開

3) 課題対応方針（ルール整備や人財
育成、KPI定義等）を具体化

4) 上記方針を実行し、組織全体としての
デジタル活用のケイパビリティを強化

Digital Transformation

1) 継続改善や新規のデジタル
業務開発を推進

2) 従業員や外部顧客向けに
新たな価値、デジタルソリュ
ーションを提供

Digitization

1) 個別処理に対して、生成AI・他ツール
の適用機会を特定

2) 特定処理を対象に実証実験を実施

3) 実証実験の結果に基づき、期待効果や
実現に向けた課題と対応方針を整備

4) ツール活用による期待効果を明確にし、
導入方針やロードマップを策定

本日は赤字部分を中心に討議。

ネクストアクションは赤線囲み部分
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従来の人海戦術による変革の推進では、リソースやデータ、時間の不足が障壁となることが多かったが、変革のプロセス自体に
生成AIやデジタルを取り入れることで、より精度・鮮度の高い状態で変革を実現していくことが可能となります

経理財務・経営管理の変革を促す生成AI・デジタルテクノロジー活用戦略

将来像
の実現

変革後
の更なる進化

変革後
の将来像定義

変革機会
の把握

今
後

生成AI・デジタルツールで

▪ 複数データを統合・分類整理

▪ 標準からの逸脱を把握

例えば・・・

▪ 統合マスタを即座に生成、コスト

比較による削減機会を抽出

▪ 配賦ロジックを即座に生成、製品

サービス別損益を把握

▪ 業務手順を即座に作成、エラー

低減機会を抽出、など

生成AI・デジタルツールで

▪ ソリューションを提示

▪ ソリューション内容を可視化

例えば・・・

▪ 経費の妥当性分析やベンダ集約

によるコスト削減額を試算

▪ 事業ポートフォリオ組み換えによる

収益性改善評価

▪ シェアード・アウトソーシングによる

人員合理化評価、など

▪ 左記手順を実行、テスト。変革

機会特定段階からツール活用

することで早期に業務定着化

▪ 周辺業務を整え、Digitization

からDigitalizationに引き上げ

従
来

人海戦術で

▪ 担当者にヒアリング

▪ 業務手順や課題を文書化

人海戦術で

▪ ソリューションを議論

▪ 業務・システム要件を文書化

人海戦術で

▪ ソリューションを設計・開発

▪ ソリューションをテストで検証

人海戦術で

▪ 担当者から変更要望を受付け

▪ 左記手順の繰り返し

▪ 左記手順の繰り返し。変革機会

特定段階からツール活用すること

で変革の停滞を排除

▪ 付加価値向上にシフトし、

Digital Transformation実現

リソース不足で機会喪失 要件の抜け漏れ 断続的なエラー対応 時間・スキル不足で変革停滞
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An immersive, full day experience that puts Generative AI technology in the hands of participants to accelerate 
an organization’s journey to integrate Generative AI capabilities into the Finance functions.

生成AI・デジタル活用に向けたクイック診断サービスご紹介

Main outcome for your organization: 

The Finance Gen AI Simulator will help ensure your team achieves alignment on the 

strategic plan (the “what” and the “how” of implementing Gen AI), specific use cases, 

and an action plan that includes immediate next steps to get started.

What to expect

Module 2:
Prompt and Play

Experience Gen AI 
capabilities for Finance 
through immersive 
hands-on simulation 
with Gen AI tools and 
prompt engineering 
concepts

Module 3:
Enable and Elevate

Uncover what Gen AI 
represents for the 
future of your Finance 
organization, and co-
create a plan for how 
and where to get started

Our team customizes the three 
modules of the simulator to fit the 
needs of your organization, resulting 
in strategic conversations where 
ideators become way-finders.

Module 1:
Market Signals

Introduce Gen AI, market 
developments, and 
provide a perspective on 
how Gen AI can disrupt 
and differentiate 
Finance capabilities 
and the business

Discover Imagine Plan

現在Generative AIのPOCを無償でサポートしておりますので、ぜひお気軽にご連絡ください
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